
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業の

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

ＦＴＡと農業

ＦＴＡ（自由貿易協定）は，1990年には31協定があったが，2003年には184協定と急増して

いる。近年は，南北アメリカ大陸34か国が参加してのＦＴＡＡ交渉やEUの拡大にみられるよ

うに，米州と欧州における連携の進展が顕著であり，その影響もあって，アジアでもＦＴＡ

への取組みが盛んになりつつある。

しかしＦＴＡには，問題も少なくない。貿易ルールを決める場としてＷＴＯがある以上，

ＷＴＯとの整合性に留意する必要があるが，現実には，それぞれのＦＴＡは当事国間の妥協の

集合であり，複雑な協定の広がりは，「スパゲティ・ボウル現象」といわれる様相を呈して

いる。また，ＦＴＡの広がりは世界経済のブロック化につながり，世界規模でみた経済の厚

生を損なう懸念もある。

多くのＦＴＡでは，農産物等について例外措置が設けられた。その背景としては，食料の

安全保障や農業の多面的機能など「非貿易的関心事項」への配慮や，農業から非農業部門へ

の事業転換はもとより，農業部門内での事業転換も容易ではなく，また，土地や労働力コス

ト等に規定されて競争力の向上も簡単にはいかないことがあげられよう。さらに，現在コス

トの低い方の国の農業が拡大しても，将来も安定的に生産が持続できるかどうかは不明であ

る。高齢化等農業構造の似ている日韓の場合はとくにそのことを強く感じる。また，先進工

業国と農業中心の発展途上国とのＦＴＡはどう考えればよいのだろうか。農業のない国と外

資の支配する国に純化することが相互の幸せなのだろうか。

従って，ＦＴＡの一般的な意義は認めるものであるが，基本的な考えとして，長期的視点

のもとに相互の国のメリットを追求することを据えておくべきである。また農業については

とくに，重要な品目についての例外措置と（ＦＴＡは包括的自由化であるべきとするＧＡＴＴ24条

をめぐる議論は，紙数の制約上省略する），影響を緩和する国内対策が必須である。たとえば韓

国政府は，ＦＴＡによる被害を緩和するために，今後10年間で119兆ウォン（11兆９千億円）

の農業対策を実施することを表明している。

しかしまた，ＦＴＡの影響を皆無にする対策があればよいのだと考えるのも，無意味であ

ろう。その場合は，ＦＴＡは何も変化をもたらさないからである。

従って，ＦＴＡに取り組む以上は，将来の農業のビジョンをはっきりと持ち，そこに至る

道筋と有効な対策を用意しておくことが不可欠である。それは，当面の経営対策だけでなく，

構造転換を支援する対策や，環境保全にも配慮した将来望ましい農業のあり方に誘導する対

策をも含むものである必要がある。

さらに，近年の多くのＦＴＡがそうであるように，サービス，投資，協力，人材育成等を

広く含むＥＰＡ（経済連携協定）と位置付け，幅広い連携をとおして相互のメリットを追求す

ることが必要である。

ＦＴＡは当事国間のいわばオーダーメードの協定であり，目先の勝ち負けを争うのではな

く，このような視点からの突っ込んだ議論がすすめられるよう期待したい。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　石田信隆・いしだのぶたか）

今 月 の 窓

99年４月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，

『農林漁業金融統計』から最新の統計データ

がこのホームページからご覧になれます。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2004年４月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・アメリカの畜産物貿易の構造変化

・実需を起点とした野菜供給の課題

――野菜の業務用需要への対応――

・食教育と地産地消型学校給食の意義と課題

・地球温暖化問題における森林・林業の役割と現状

――森林の環境保全機能の具体例として

の森林環境税に触れながら――

【協同組合】

・農家負債対策と農協

・生産資材購入における農協利用状況

【組合金融】

・個人預貯金の地域別動向

【国内経済金融】

・地域経済の低迷と再生に向けた金融機関のあり方

――地域再生への金融機関と農協系統の役割を探る――

・生保・簡保・ＪＡ共済の業務運営の特色

【海外経済金融】

・米国クレジット・ユニオンの経営戦略－６

――オレゴン州 O.U.R. Federal Credit Union

～教育活動を通じた低所得者の自立支援――

・米国クレジット・ユニオンの経営戦略－７

――カルフォルニア州 People's Community Partnership

Federal Credit Union

～銀行取引ができない人々を救済――

・米国クレジット・ユニオンの経営戦略

――協同組織金融機関の優位性――

本誌は再生紙を使用しております。
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